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高齢者福祉サービスにおける調整組織 ・再論

小 林 良 二

は じめ に

筆者は以前、高齢者の福祉 ・保健 ・医療サービスをめ ぐる調整組織にっ いて

検討を行ない、特に福祉諸サービスに関 して、老人ホーム入所判定委員会(以

下 「判定委員会」とする)、市町村高齢者サービス調整チーム(以 下 「調整チー

ム」 とす る)、在宅介護支援セ ンター(以 下 「支援センター」とする)そ れぞれ

における調整機能の問題点を検討 したことがある(1)。

その後、高齢者の福祉、保健、医療サービスの連携にっいては、アメ リカ、イ

ギ リスなどで展開されつっあるケースマネジメ ント、あるいはケアマネジメ ン

ト(2)の仕組が紹介され、特に、支援セ ンターを中心 として、個々の援助依頼者

のニーズに総合的に対応で きるケースマネジメン トを実施すべきであるという

考え方が急速に広まっている。

ところで、伊藤が既に指摘 しているように③、ケースマネジメン トには 「ケー

スマネジメン トシステム」と 「ケースマネジメン ト実践」という側面があ り、前

者はケースマネジメ ン トを実施する機関、専門相談員、権限などに関わるもの

であり、後者はケースマネジメン トの内容、すなわち 「スク リーニ ング、評価、

援助計画の立案 と実施、モニタリング、再評価など」であるとしている。 いい

かえれば、ケースマネジメ ントという手法の導入を図る場合、その実践をささ

える制度的基盤がそれにふさわ しいものになっているかどうかが重要であ り、そ

うでないとケースマネ ジメン トという言葉が形骸化 して しまうことになるので

ある。っま りケースマネ ジメン トの体制 は、その実践方法に関わる部分と制度

に関わる部分の双方が整備 されないと十分機能 しないことになる。

ところで、ケースマネジメ ン トを支える制度的基盤の問題点については、白

沢 らによる指摘があ り、要約すれば、サー ビスの資源、決定権限、職員体制が

中心的課題 ということになろう(4)。
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このうち、サー ビス資源について、筆者は別の論文で検討 したことがあるが、要

約す ると、福祉サービスの資源は、施設、在宅 ともかな り不足 してお り、特に

在宅福祉サー ビスの場合、生活全体を支え られ るようなサー ビス体制、特に重

度の在宅要介護者 に対す る長時間 ・頻回のサービス提供を可能とするには、今

後かな りのサー ビス資源の整備が必要なこと、また、施設ケアと在宅ケアとの

間でのサー ビス量に関す るケアバランスという考え方を導入す る必要があるこ

となどを指摘 した。

本稿ではこうした分析の後をうけて、その後政府が打出 してきたサー ビス調

整組織の動向に関す る分析を行なうとともに、それ らが、個別サー ビスの決定

権限との関連でどの様な意義を持 っているかを0歩 進んで検討 してみたい。と

いうのは、ケースマネジメン トという概念を0貫 して導入 しようとすると、従

来の自治体における社会福祉サービスの提供体制の根本的な変革を迫ることに

なるのではないかと思われるか らである。

結論を先取 りしていえば、現在の社会福祉サー ビスの調整 システムは、サー

ビス決定権限の性格を根本的に変えない範囲で、従来のシステムの矛盾点をカ

バー しようとしていると考えられるのである。この矛盾は、筆者が以前調整組

織について分析 した時よ りも、ある意味でより大 きくなっているともいえる。こ

れは、政府が現実の必要に合わせて制度を変えてきた結果で もあ り、その結論

を論理的にお しすすめて、全体のシステムの改革するにはいた らなかった結果

で もあるといえる。

以下本稿では、在宅福祉サー ビスの調整機能にっいて、個別サービスの決定

方式と調整システムに分けて分析 し、その間の論理的不整合を指摘する。第2に 、

サー ビス調整組織 としての判定委員会、調整チーム、支援セ ンターの3っ の調整

チーム組織にっいて、最近の変化を含めて再度制度的枠組みを検討 し、個別サー

ビスとの関連を検討す る。

1.在 宅福祉サー ビスの決定 と調整組織 との関係

現行の国の高齢者在宅福祉サービスにっいては、「在宅老人福祉対策事業の実
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施及び推進につ いて」によってその内容が示されているが、個別のサー ビスに

っいてその決定手続を検討 してみると次のようになる。

A.ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビス

まず 「老人ホームヘルプサー ビス事業運営要綱」(以 下、「ホームヘルプ運営

要綱」 とする)に よると、「事業の実施主体は市町村(特 別区を含む)と し、そ

の責任のもとにサー ビスを提供するもの とする」 とされ、さらに 「この場合に

おいて、市町村 は、地域の実情に応 じ派遣世帯、サー ビス内容及び費用負担区

分の決定を除きこの事業の一部を市町村社会福祉協議会、特別養護老人ホーム

等を経営する社会福祉法人、福祉公社、在宅介護支援センター運営事業を委託

している社会福祉法人及び医療法人など、農業協同組合及び農業協同組合連合

会、昭和63年9月16日 老福第27号 、社更第178号 老人保健福祉部長、社会局

長連名通知による 「在宅介護サービスガイ ドライ ン」の内容を満たす民間事業

者並びに別に定 める要件に該当す る介護福祉士に委託することができるものと

する」となって いる。 このことは、派遣世帯の決定および費用負担区分の決定

にっいては市町村の責任で実施 しなければならず、サー ビスの提供にっいては、

さまざまなサー ビス提供団体 に委託することができるものとす ることを意味 し

て いる。

ところで、ここでいうサービスの決定 とは何を意味するかが問題になる。

よく知 られているように、ケースマネジメ ントにの過程 としては、①ニーズ

の発見(あ るいは相談助言)、 ② アセスメン ト、③援助計画の策定、④サービス

の提供、⑤経過観察 とい うプロセスが必要であるとされるが、先の要綱におけ

る 「決定」はどの範囲をさす ものであるのかがはっきりしな くな っている。一

般的に考えれば、決定の範囲には④のサービスの提供を除 くすべての手続が含

まれると解すべきであろうが、この5っ の要素は国の要綱上で も、かな り分化 し

てきているのである。

例えば、平成4年1月30日 付けの通知 「ホームヘルプサー ビスチーム運営方

式推進事業の実施 にっいて」(老 計第12号 、社更第19号 、児発第71号)に よ
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ると、ホームヘルプサービスチームを設置 した場合の主任ヘルパ ーの業務内容

について、

(1)ソ ーシャルワーカーおよび看護婦等との業務実施上の具体的な連携のた

めの連絡調整に関する業務

(2)ホ ームヘルプサー ビス事業の運営に関す る業務(対 象者のニーズを評価

し、これに対応 したサービス提供スケ ジュール等の作成、担当ヘルパー

の選定等)

(3)構 成員であるホームヘルパーに対す る業務の指導に関す る業務

(4)そ の他ホームヘルパーの適切かつ円滑な提供 に必要な業務

とかかれており、とくに(2)の ばあいは、先にあげたケースマネジメントの

プロセスにおける②アセスメ ン トと③援助計画の策定 という要素が含まれて

いるのである。 このばあい、ホームヘルプサー ビスは、さきの 「要綱」によ

って、市町村社会福祉協議会、社会福祉法人など、各種ホームヘルプサービ

ス提供団体に委託することができるとされているのであるか ら、このことは、

サービスの決定の うちの実質的な部分を民間団体に委ねてよいということを

意味する。

第2に 、「ホームヘルプ運営要綱」によると、5.派 遣世帯の決定等に関 して、

(2)派 遣の要否の決定 にっいては 「必要に応 じ高齢者サービス調整チームを

活用す ること」

(3)派 遣回数、時間数、内容及び費用負担区分の決定につ いては 「必要に応

じ高齢者サービス調整チームを活用」す ること、

(4)ホ ームヘルパー派遣申出書の受理 に関 しては在宅介護支援センター、シ

ョー トステイ事業を実施 している特別養護老人ホーム、老人デイサービ

スセ ンター等、老人ホームヘルプサービス等を実施 している市町村社会

福祉協議会を経由 して 「ホームヘルパー派遣申出書」を受理できること、

(5)ホ ームヘルパー派遣対象者の派遣継続の要否の見直 しにっいては 「必要

に応 じ高齢者サービス調整チームを活用」する、

などの規定が組入れ られている。

このことは、一面か ら見ると、要否判定をは じめ、派遣回数、時間数、サー
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ビス内容及び費用負担区分、派遣申出書の受理、派遣継続の要否など、「サー ビ

スの決定」について、「調整チーム」の実質的な関与を認あたことを示 しており、

「調整チーム」が民間のサー ビス提供団体を含む各種の実務者からなることから、

やはり、サー ビス決定権限の分散化を意味するものである。 しか し他方か ら見

ると、 これ らの規定の多 くにおいて、市町村は 「調整チーム」の機能を 「活用

す ること」 と書かれているだけであ り、ほとんど訓示的規定にとどまるもので

あることも確かである。

また、ホームヘルパー派遣申出書の受理が 「支援セ ンター」などを通 してで

きるという、 いわゆる 「申請代行」の規定 も、援助依頼者の申請の便宜を図る

もの として評価 されているが、多 くの場合、住民の方では 「申請代行」がその

まま 「申請受理」につなが るという期待を もっことになるので、市町村側 とし

ては、市町村以外の機関が こうした 「申請代行」を行な うことに難色を示す場

合があるという。 この場合、「支援センター」などの役割は、ケースマネジメ ン

トのプロセスか らいえば、①ニーズの発見、あるいは情報提供だけになる。

このように見て くると、在宅福祉サー ビスの中心的な役割を果すホームヘル

プサー ビスの 「決定」については、その実質的な内容からみると、「市町村」以

外の関連団体や実務者が関与できる仕組に変わ ってきているにも関わ らず、そ

の形式的側面においては基本的に市町村が責任を負うという形になっている。な

お、「ホームヘルプ運営要綱」の6.に おける費用負担の決定に関 してだけは、ホー

ムヘルプサービス事業費用負担基準表により市町村長が行なうとされ、「調整チー

ム」や 「支援センター」がかかわることは想定されていない。結局、サー ビス

の決定に関 して市町村が最後までその権限を実質的に保持す るのは、 この費用

負担区分の決定の部分ではないか と思われる。

B.そ の他 の在宅 福祉 サ ー ビス

その他の在宅福祉サー ビスについて も、サービス決定に関する規定の しかた

はほぼ同 じである。

例えば、「老人 日常生活用具給付等事業実施要綱」によると、老人の 日常生活
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用具の給付 に関 しては、その必要性の検討に関 して 「必要 に応 じ高齢者サービ

ス調整チームを活用す る」、利用申請の受理に関 して 「在宅介護支援セ ンター」

などの機関を経由 して利用申請を受理で きる、 日常生活用具の種類及び費用負

担区分の決定に関 して 「必要に応 じ高齢者サービス調整チームを活用する」と

なっている。ただし、「電動車椅子の給付にかかわる留意事項」にっいては、「高

齢者サービス調整チームにおいて申請者の身体状況、操作能力等その必要性、安

全性を十分検討 した上で電動車椅子の給付を行なうものとする」とされており、

「調整チーム」の関与が明確になっている。

次に、ショー トステイにっいて 「老人短期入所運営事業実施要綱」をみると、

事業実施上の留意事項 として、サービスの必要性の検討 については 「必要に応

じ高齢者サービス調整チームを活用すること」、老人ホームヘルプサービス事業

等他の福祉に関する諸事業及び老人保健諸事業等との連携にっいて 「高齢者サー

ビス調整チームを活用」す ることとされ、申請については、「支援センター」な

どを経由 して利用申請を受理できるとしている。 ここでは、通所事業 と他の在

宅福祉サー ビスとの調整にっいて、「調整チーム」の利用に言及されていること

が注目される。

最後に、デイサービスであるが、「老人デイサー ビス運営事業実施要綱」によ

ると、 ショー・トステイサー ビスの規定 とほぼ同じであるので省略する。

C.考 察

以上か ら考えられることは、第1に 、個別の在宅福祉サー ビスに関して、従来

市町村に一元化 されていたサー ビス決定に関わる事項が、内容面で複雑化する

とともに、その権限 も徐々に多様なサー ビス提供機関や調整機構あるいは実務

者に委ね られてきつっあるということである。ケースマネジメン トの観点から

いえば、従来の 「決定」 という用語で括 られていた内容が分化 し、これを機能

あるいはプロセスとして捉え る方向が、制度的にもは っきりしっっあるという

ことであろ う。

つま り、従来のよ うに福祉事務所の老人福祉、障害福祉などの担当ワーカー
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がホームヘルプサービス、デイサービス、 ショー トステイサービスなどを包括

的に管理できた状況 とは異な り、サー ビス利用者と内容の広が りにともない、そ

の 「決定」の意味合 いも複雑になったこと、 このため、外部の機関や職員の協

働が必要になったことを示 している。

第2に 、ケースマネジメン トのプロセスは、個別サー ビスの提供だけでな く、

複数のサー ビスの提供によって在宅生活をできるだけ維持 しようとすることを

目的 としている。

換言すると、ケースマネ ジメン トのような一連の対応が必要 となるのは、重

度の要援護者やその介護者に対するような包括的な援助が必要 になる場合であ

り、いわゆる 「サービスの重点化」(タ ーゲティング)が 求められる場合である。

このためには、複数のサー ビスの決定権限をケースマネジャーあるいはケース

マネジメン トのチームに集中す る必要があるが、現在の諸要綱における規定を

みると、ホームヘルプ、デイサー ビス、 ショー トステイなど個別サービスにお

ける決定が重視 されていて、これ らのサービス全体に関わる決定については、積

極的な規定がない。「調整チーム」は、本来 このような複数のサービスに関わる

調整を行なうことであると考えられるが、先にも見たように現状では 「調整チー

ム」を 「活用する」としか書かれてお らず、「調整チーム」そのものに調整 「権

限」は与えられていないのである。

第3に 、このことは、従来の福祉サービスの 「決定」という概念を、いくっか

の要素 に分解 した うえで、そのプロセスに即 して再定義 しなければな らな くな

っていることを示 している。筆者の考えによれば、現在の諸要綱 にしめされて

いる概念は、ケースマネジメン トのプロセスに しめされるような複雑なプロセ

スを、市町村が一元的に、いいかえると、所管す る福祉課や福祉事務所のワー

カーが一人で管理で きるかのような書 き方になってお り、 これでは、ワーカー

自身 もその業務の多様 さに対応できなくなるのではではないか。これは、 ワー

カーの資質の問題であるよりも、制度上の欠陥であり、そのために 「調整チー

ム」や 「支援セ ンター」のような仕組が必要になって いるはずである。いずれ

に して も、個別サー ビスの決定方式 と複数サー ビスの決定方式 との間で、一貫

したあ り方が示 されるべきである。
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以上の ことを踏まえて、先に述べた調整機構 にっ いて、筆者の以前の分析を

ふまえ、最近の動向を検討 してみよう。

3.施 設入所措置およびサー ビス調整機構の動 向

ここで とりあげるサービス調整機構 とは、さきの論文で しめ したように、「判

定委員会」「調整チーム」「支援セ ンター」の3っ である。 これらの調整機構それ

ぞれについて、前回の論文以後要綱の改正が見 られるので、まずこの点を分析

してみよう。

A.老 人 ホー ム入所判定委員会

平成5年2月15日 付けの厚生省社会局長通知(老 計第17号)で は、昭和62

年1月31日 付 けの社老8号 「老人ホームの入所措置等の指針について」の改正

が行なわれた。これは、平成2年 のいわゆる福祉八法改正に伴 い、措置権が福祉

事務所を設置 していない町村にも委譲されたことによるものであ り、それによ

ると次の様になっている。

まず、老人ホームへの入所措置の要否については 「入所判定委員会」を設置

し、その意見を聞 くものとするとしたうえで、「福祉事務所を有 しない町村の長

または福祉事務所長は、高齢者サービス調整 チームに入所判定委員会の機能を

付与す ることができるものとす る。 この場合において も、同チームには、当該

町村の老人福祉担当者、医師、及び老人福祉施設関係者の参加を要するものと

する」 とされた。また、入所判定委員会(入 所判定委員会の機能を付与された

高齢者サービス調整チームを含む)は 、措置の要否の判定にあたっては同通知

中の第4「 老人ホームへの入所措置の基準」に基づ き、健康状態、日常生活動作

の状況、精神の状況、家族、住居の状況等にっいて別紙 「老人ホーム入所判定

審査表」により総合的に判定を行ない、その結果を福祉事務所長または町村長

に報告するとされている。

以上の説明か らわかることは、入所措置権限が、福祉事務所を設置 している
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自治体 においては福祉事務所長に、その他の 自治体においては町村長に付与 さ

れるものの、福祉事務所長や町村長は入所措置の決定にあたって 「判定委員会」

の意見を意見を聞 くとされただけでなく、「判定委員会」を有 しない町村の場合、

「調整チーム」に判定委員会の 「機能を付与す る」 ことがで きるものとなった。

っま り、施設入所の面か らみると 「調整 チーム」は、町村の場合に限 られては

いるが、専門家の観点か らする 「判定」ができることにな ったのである。この

意味では、措置 「権限」よりも専門的判定 「機能」が重視 され、調整チームは

極めて重要な役割を果す可能性が開かれたといえる。

これとの関連で重要なのは、「調整チーム」の場合、その構成員が市町村の老

人福祉 ・保健 ・医療担当者及び保健婦、保健所の保健婦 ・精神衛生相談員、福

祉事務所の老人福祉指導主事、医師等医療関係者、市町村社会福祉協議会職員、

老人福祉施設職員、家庭奉仕員、民生委員その他高齢者サー ビス総合調整のた

めに必要と認め られる者 とされていることであろう。 さきの論文で も述べたよ

うに、「調整チーム」は、福祉サー ビスにかかわる実務者か ら構成されてお り、

機関や組織の代表者か ら構成されているわけではない。 こうしたチームに一定

の判定 「機能」が付与 されたことは極めて注 目されるのである。

ただ し、入所判定のような高度な守秘義務に関わる事項に、上記のような構

成員のうちどの範囲が関われるかということは、相変わ らず問題であろう。 こ

のことは、「調整 チーム」の性格を、権限及び構成員の面か らさらに規定 しなお

す必要があることを示 している。

いずれに して も、施設入所のような決定 に、判定委員会だけでなく調整チー

ムが加わるようにな ったことは、在宅福祉サー ビスの場合と同様に、決定プロ

セスの多元化がおきていると考え られる。

B.調 整 チ ー ム

高齢者サービス調整チームは1987(昭 和62)年 に 「高齢者サービス総合調整

推進会議等の設置及び運営にっいて」によって設置されたものであ り、その目

的は 「高齢者の多様なニーズに対応 し、個々の高齢者のニーズに見合 う最 も適
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切なサービスを提供するため、保健、福祉、医療等に係る各種サービスを総合

的に調整、推進す ること」を目的として市町村 レベルに設置されるものとされ、

都道府県 ・指定都市の レベルの 「高齢者サー ビス総合調整推進会議」に対応す

るもの とされている。また、その事業内容 としては、(1)保 健婦、精神衛生相

談員、家庭奉仕員等による訪問 ・相談活動を通 じての高齢者のニーズの把握を

おこなうこと、(2)高 齢者の健康状況、経済状況、家庭環境などを踏まえた具

体的処遇方策の確立を行なうこと、(3)関 係サー ビス提供機関へのサービス提

供の要請をお こなうこと、 とされた。

その後、1990(平 成2)年 度には、通知の内容が若干改められている。すな

わち、上記の事業内容のうち(1)に っいては、「保健婦、精神衛生相談員、家

庭奉仕員等による訪問 ・相談活動を通 じ、拠 或の高齢者のニーズの把握、各種

サービスの の こ び サー ビスの ・日点の だな'こ と」(下線

が新 しく加わ った部分、以下同 じ)と された。(2)に っいては、「複合 したニー

ズを要する処遇困難ケース等 にっいての具体的な処遇方策の策定及び関連する

サービス提供機関へのサービス提供の要請等を行なうこと、またこのような活

動を通 じて担当者間の常時の連絡体制を維持す ること」 とされ、全体にいわゆ

る重度の要援護者への対応が強調されるようになったほか、サー ビスの実施体

制 に関する問題点の把握が求められている。

また、構成員について も、市町村の老人福祉 ・保健 ・医療担当者及び保健婦、

保健所の保健婦 ・精神衛生相談員、福祉事務所の老人福祉指導主事、医師等医

療関係者、市町村社会福祉協議会職員、老人福祉施設職員、家庭奉仕員、民生

委員などのいわゆる 「実務者」か らなる調整組織の他 に、必要に応 じてそれぞ

れの 「責任者 レベルのサー ビス調整チーム」を開催す ることとし、 このチーム

には、

(1)各 機関等の業務の状況にっいて、連絡協議を行なうこと、

(2)地 域の社会資源の開発、改良、量的整備等を検討 し、その実施を図るこ

と、

(3)担 当者の活動の評価及びその組織的支援、指導体制を整備す ること、

などの事項につ いて 「協議する」ことが求め られている。さらに留意事項 とし
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て、「サー ビス調整チームは 、設置目的を達成するため、必要に応 じ、対象地域

を定めて複数設置すること」とされた。

調整チームを 「実務者」レベルと 「責任者」 レベルに分けることについては、

各地の調整チームの現状か ら見て十分考えられ ることであるが、責任者 レベル

の 「協議」内容は極めて広汎であ り、実質的に自治体における政策決定に関わ

る機能が求められているように思われる。換言すれば、 もしこのような事項に

関する 「協議」が本格的に調整チームによって行なわれるとした ら、それは従

来の縦型の決定機構 と異なる横型の協議機構 となるはずであ り、極めて重要な

役割を持っ ことになる。 しか しこのような 「調整」機構が、一般の行政権限か

ら離れては十分機能 しないことにつ いてはよ く知 られているところである。

第2に 、在宅要援護高齢者、特に重度の要援護者に対 して、調整チームはニー

ズ把握→処遇計画→サー ビス紹介を含む 「調整」を行なうとしているが、先に

指摘 したように、個別の在宅福祉サービスが もっ決定方式を前提とした場合、こ

の調整機構は機能的にみてかなり問題があると考え られる。なぜか といえば、重

度であればあるほど、複数のサー ビスの提供に関わる調整が問題 となるか らで

ある。

なお、中央社会福祉審議会老人福祉専門部会および老人保健審議会による意

見具申 「老人福祉施策おいて当面講ずべき措置にっいて」(平 成5年12月)に お

いては、支援セ ンター職員は積極的に調整チームに参加す ることが もとめ られ

るとともに、町村だけでなく市において も調整チームと老人ホーム入所判定委

員会の統合を求めてお り、 この点は筆者が先 に指摘 した主旨と合致 している。

いずれにして も、調整チームの機能は、一般行政 とのつなが りを強めて、政

策機関 としての機能を強化す るか、あるいは、専門判定機能を強化 して、その

面での強化を図るという2つ の方向性をもちつつあると考え られ る。

最後に、調整チームを同一 自治体内に複数設置するという規定 も注 目される。

この問題は、大規模自治体においては当然提起されるべきはずのものであり、東

京都杉並区では こうした形での取組みが進め られている。 このことは、従来の

議論 との関連でいえば、福祉事務所の設置される福祉地区の範囲 とも関連 して

お り、 この点について も検討が必要であろう。
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C.支 援 セ ン タ ー

支援セ ンターの制度的枠組みに関 しては1989(平 成元)年12月 に 「ゴール

ドプラン」の中でその構想が発表され、その事業が 「在宅介護支援セ ンター運

営事業」として 「老人デイサー ビス運営事業実施要綱」に組入れ られて以来、急

速にその重要性が認識され、また、さまざまな意味付 けが行なわれている事業

で もある。ここでは以前の分析と共に、平成6年7月 の要綱改正の内容をふまえ

て、ケースマネジメントの観点か ら若干の指摘を しておきたい。

第1に 指摘 しなければならないのは、支援セ ンターの事業内容の複雑さであ

る。

厚生省の要綱によると、支援センターの事業は9つ あり要約すると次の様にな

る。

ア 地域の要介護老人の実態把握、家族状況の把握および介護ニーズの評価、

イ 市町村の公的保健福祉サー ビスの円滑な適用のための処遇台帳の整備、

ウ 公的保健福祉サービスの利用方法等についての情報の提供および利用の

啓発、

工 在宅介護に関す る電話および面接による総合相談、

オ 訪問等による在宅介護の方法についての指導 ・助言、

力 公的保健福祉サービスの利用手続の受付、代行等、利用者の立場に立 っ

たサービスの調整、

キ 福祉用具の展示 ・紹介 ・選定 ・具体的な使用法、住宅増改築に関する指

導助言、

ク 相談協力員 との情報交換、連絡調整、

ケ 在宅介護支援センター運営協議会の開催、

これ らの諸事業が もし本格的 に実施 されれば、地域ケアに関する重要な貢献

を果す ことになることはいうまでもない。

ところで、 これ らの事業をケースマネジメン トの観点か ら見ると、今回の改

正ではまず、 要援護老人等のニーズの評価および処遇のための台帳の作成を行

な うこととされ、それに基づ くサー ビスの相談、啓発が強調 されている。
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第2に 情報提供、相談活動については以前の要綱で も明確に示されていたが、

今回の改正ではサー ビスの利用に関す る申請手続の 「受付、代行」が明示され、

より強い規定になった。 しか し、「調整チーム」のように、各サービス提供機関

にサー ビス提供の 「要請」を行な うとは書かれて いない。

第3に 、相談協力員との情報交換、連絡調整と書かれていることか らもわかる

ように、地域の福祉組織との調整が要求 されてお り、読みようによっては、サー

ビスの調整よ りも、地域組織化を行なうことが期待されているともいえる。

最後に、介護方法の指導 ・相談のみならず、介護機器や住宅改造に関す る情

報の提供や紹介 も期待されてお り、この点で も重要な機能を果 していることが

わかる。

ところで支援センターは、平成6年10月 か ら法定化され、老人福祉法第20条

の7の2に 規定され ることによって、他の老人福祉施設等 と同等の扱いをうける

ことにな り、制度上かな り重要な意義を与え られることになった。 これによっ

て実際上は、届け出で義務が生 じた とされる。

この法改正に先立ち平成5年12月 に出された中央社会福祉審議会老人福祉専

門分科会の意見具申 「老人福祉施策において当面講ずべき措置について」にお

いては、支援セ ンターに関するいくっかの改善点が提起 され、支援センターの

カバーする区域を中学校区程度 とすることを明確に し、支援センター問の連携

運営方式を導入することなどを提言 した上で、次の2っ の点の改善を求めている。

第1は 、支援センターの整備に当 り、他のサー ビス提供施設に併設するのでは

なく、逆に支援 センターに各種の在宅サー ビス提供機能を付与 し、地域の多様

なニーズを受 け止めることがで きるような体制作 りを推進すべ きであ り、 この

ため、支援セ ンターと在宅サー ビスの提供施設の一体的な整備が望まれるとい

うものであ り、第2は 、このような機能をもった施設の運営主体が担当区域内に

おける在宅サー ビスの提供を市町村か ら受託 し、手順やサー ビスの量について

予め定め られたところに したが ってサー ビスを提供 し、市町村の事後承諾を受

ける仕組につ いて も検討すべ きである、 としている。

この考え方によれば、将来の支援セ ンターは、施設や在宅サー ビスセ ンター

の付属施設ではな く、それ自身が地域ケアの中心的な調整機能を果すことが期
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待されてお り、 自治体の側は、こうした支援センターに実際上のサービス提供

機能を委ねることになることが示唆されている。

支援セ ンターがこのような機能を もつことに対 しては、同様な要求が住民の

意見 として も出されてお り、わざわざ役所の窓口にいかな くとも、さまざまな

サービスの 「調整」を して くれ る拠点 と専門職員が地域の身近な場所にあるこ

とは極めて望ま しい。 しか し、制度上か ら見ると、「支援セ ンター」はそうした

「権限」か ら最 も遠 い位置にあるといえる。

なお、平成5年 度に実施された 「在宅介護支援セ ンター実態調査報告書」(全

国社会福祉協議会)に よると(5)、平成4年 度末で国庫補助対象 となった798ヵ 所

の支援セ ンターの うち回答を得た576カ 所の支援センターにおける相談内容を

みると、第1位 は 「介護方法や介護上の悩みの相談」で13.6%、 次いで、「ショー

トステイの利用」が12.9%、 「福祉機器の利用」が12.5%、 「高齢者や介護者の

健康上の相談」が9.5%、 「デイサービスの利用」8.2%、 「サービス全般の相談」

8.1%等 となってお り、 全般的に支援センターおよび併設施設で利用できるサー

ビスに関する相談が多いようである。

また、サービスの適用調整機能にっいてみると、「母体施設のサービスが利用

可能かどうか日常的にわかる」は66.8%で あるが、「他機関のサービスが利用可

能かどうか 日常的にわかる」は24.8%で あり、さらに、「他機関につないだ場合

その後の把握ができる」は35.9%に す ぎないし、「評価会議等 によりサー ビスの

見直 しを行なっている」は25.0%で ある。っまり、現在のところ支援センター

は、やは りセ ンターの設置された母体施設あるいは併設施設のなかに組入れ ら

れてお り、他の施設やサービスを横断する調整組織 とはなっているとはいえな

い 。

要約的にいえば、支援センターは、その発足の出発点が在宅サー ビスセ ンター

機能の充実にあ り、施設および通所サービスを基礎 とする相談 ・助言機能の拡

充か ら出発 した ものである。従 って、支援セ ンターが設置 されている併設施設

の もつサー ビス(ホ ームヘルプの派遣 も含む)に 関 しては、実質的な調整機能

を発揮できるが、その他のサー ビスについては、必ず しもそ うはならないのは

当然であろう。 この意味で、さきの 「意見具申」における方向を実現するには、
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サービス資源の量的整備 と含めて、今まで述べて きたような法制度上での改革

が必要なのである。

なお、支援セ ンターは、在宅サー ビスセ ンターなど併設施設がどのような も

のであるかによ って、かな り機能が異なることが知 られている。一般的にいえ

ば、相談に引き続 いてのサービス資源の紹介可能性が、セ ンターの相談機能の

範囲をある程度決めているともいいうる。 この点か ら見ると今後支援セ ンター

はいくっかタイプに分れ る可能性があるが、東京都の審議会答申では次の4類 型

が示されている(6)。

第1の タイプは、特別養護老人ホームおよび在宅サービスセ ンターに併設され

るもので、 これはさらに、ホームヘルプサー ビスの委託を うけているかいない

かというタイプに分れる可能性がある。

第2の タイプは、今後登場すると考えられるもので、在宅サービスセ ンターや

地域のデイホームなどの通所施設に併設 されるものであり、 この場合には、 日

常生活支援を中心にす るタイプになる(7}。

第3の タイプは、老人保健施設などの病院を中心 とす るタイプで、通院、退院

患者への支援を中心 とす るものである。

第4の タイプは、保健 ・福祉サー ビスを背後 に持ちなが ら、医療サー ビスを含

む総合的な相談、情報提供、判定、サービス調整を行 うもので、「基幹タイプ」

と呼べ るものであ る。

いずれにして も、大規模自治体の場合、これ らの支援セ ンターが複数、また

いろいろなタイプの支援センターが設置されることになってお り、基幹支援セ

ンターという考えを導入す ることによって、個 々の併設施設のサービス資源か

ら独立 した機能が構想できるのではないかと思われ る。
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ま とめ

本稿では、最近の高齢者福祉サー ビスの調整機構に関する制度上の改正を中

心 として、その動向を検討 してきた。以下、これまでの論述をふ りかえ って、簡

単なまとめを行なっておこう。

先の論文で も述たように、日本におけるサー ビス調整組織は、その調整機能、

調整権限の面で、 きわめて曖昧な位置付けになっている。

第1に 、調整チームも支援セ ンターも、それぞれが自治体行政および付設施設

という母体か ら独立 した機能を果せ るだけの体制を持 ってお らず、それぞれの

母体組織の補完的な位置付けしか与え られてこなかった。これは、それ らの機

構に対す る職員配置の現状にも反映 されている。

第2に 、権限の面か らみると、調整チームの方により明確な機能が期待されて

いるに もかかわ らず、専任の職員が配置 されていない0方 で、支援セ ンターに

おいては専任職員が配置されているに もかかわ らず、調整機能に関する明確な

位置付けが行なわれていない。 ここでは基本的に、サービスに関する相談が中

心的な業務なのであ る。支援セ ンターの権限を強化するためには、調整チーム

の一部 とする方向が望ま しいのであろうが、 このためには支援セ ンター職員の

調整チームにおける位置付けをより明確 なものとする必要があろ う。⑧

こうしたことの背後には、何回 も指摘するように、サー ビス資源の不足 とい

う問題があるが、それを除いたとしても、在宅福祉サー ビスの決定が 「個別サー

ビス」方式になってお り、「総合調整」方式になっていないことがあげられる。

今後の方向としては、「調整チーム」および 「支援センター」の諸機能を整理 し、

「総合調整」が可能な方向に制度上の改正あるいは明確化を行なうべきであろう。
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注

(1)拙 稿 「高齢者サー ビスの総合調整 にっいて」東京都立大学r人 文学 報』第202号 、

1988年3月 、および、「地域福祉サー ビスの調整組織」、針生誠吉 ・小林良二編 『高

齢社会と在宅福祉』日本評論社1994年3月 、参照。

(2)最 近の用語法では、国や東京都な どにおいて、「ケースマネジメン ト」の代 りに 「ケ

アマネジメン ト」を用いるようになっているが、本稿では以前の諸文献との連続

性を考慮 して 「ケースマネジメン ト」の用語を用いる。

(3)伊 藤淑子 「ケースマネ ジメ ン トを問いなおす」『社会福祉研究』第52号 、鉄 道弘

済会、1991年10月 、98頁 。

(4)白 澤政和 『ケースマネ ジメ ン ト』、中央法規、1992年10月 。

(5)全 国社会福祉協議会 「在宅介護支援セ ンター実態調査報告書」、1994年6月 。なお、

老人福祉施設研究会 『高齢者の在宅福祉サービスの機能と役割に関する研究』、199

年9月 、を も参照 の こと。

(6)東 京都社会福祉審議会r社 会 の変化 に対応す る地域福祉 の展開 とその基盤整備に

っいて』1994年11月 、43頁 。

(7)平 成6年7月 の在宅介護支援セ ンターに関する新 しい要綱では、複数の支援センター

による連携運営方式を条件 として、単独型の老人デイサービスセ ンターに設置す

ることもで きることとされた。

(8)神 奈川県 において は、介護支援 セ ンターが、調整チームの機能の一部を担 うとい

う形で、制度間の調整を行 っている、神奈川県福祉部長通知 「保健 ・医療 ・福祉

サービス提供チーム事業基本要綱」(平 成6年4月1日)参 照。


